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路線確立期における DDR農業の経営間協業

DDR農業・食品業における経営間協業(1)一一

青木園彦

はじめに

社会主義経済における企業間相互関係は， 例えば「社会主義的商品」論と

の関連で， 興味深い理論テ マである。 そこで， 相対的に生産)J水準の高い

DDR (ドイツ民主共和国〉を素材に一連の産業部門について，企業間相互関

係の具科的態様を分析したいと思っている。ここでは農業〈およびそれとの関連

における食品士業・商業〉をとりあげ， しかも経営間協業という特定の相互関係

を問題にするロ

農業協同組合をいかにして全国的計画経済に〈みこみ/-"のように質的発展

をはかるのか，について各社会主義国には相当の差異がある。歴史的条件の差

異が基調にあるとはいえ.理論的対立を含んでもいる。例えば，多くはMTS

方式を廃止したが，朝鮮はMTS方式の延長線上で「郡協同農場経営委員会」

の道をとっている， という場合である。ヨーロッパ内部でも，相当異質なポー

ラY ドやハンガリーなどを別にしても，ソ連・プノレガリ 7などは大型合併を先

行させたが. DDRは大型合併は「国民経済的に正しい集積・専門化には適切

でないJ"とした。

農業の生産性において社会主義諸国中最高の位置にあるDDRは一部で合併

(いわば小型合併〕をはかりつつも，経営間協業を主要路線として農業生産の社

会的組織の工業的水準への接近をはかつてきた。だから各協同組盃の農地面

1) B. Kiesler， .. Entwicklungsprobleme unserec Land~virtschaftヘ ~ìnheit. 1971， H. 6， S 
723ここで大型合併というりは小LPGの合併でなく幾千ヘクタールの規模白大型LPGの創出
をさす回
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積と実際の再生産規模とはかなり異な

る。 SED政治局員で農業問題担当の

G グリ z ーネベノレグは，最近， I特に

1965年以後・・協業的労働の諸長所を

利用」して大きな成果をあげた， と回

顧しているヘ チェコスロハキアも最

近経営閣協業路線を選んだというへ

むろん，経営間協業はよれらの国又

は農業や協同組合に特有の問題ではな

い。最近の I発展した社会主義社会」

論の一部が国民経済全体での協業関係

第 1表経嘗あたり農地面積
(1969年， ba) 

|国蛍農場|協同組合

ブルガリア 1 4136 

J、y 力。り 1811 

D D 801ヰ

19S4 

ソ 連| 6000 

チエコスロバキア| 627 

*タイプill'"みの平均。
(出所) H. Fruck u. a.， "Zur Landwirts 
chaft der RGW-Laηlder “， Einhe叫
1971， H. 11. S. 1281 

の発展をメノレクマ)ノレの一つにしているほどであるへ

計画経済の中に存在するかぎり，各経営が何らかの形で協業関係を結んでい

るのは，元来当然である。我々自当面の課題は一般的理論の性急な展開よりも

むLろその具体的諸形態のできるだけ詳細な分析である。

なお， ここではいわば狭義の経常間協業に限定してとりあげる。狭義という

のは，さしあたり，指令一被指令関係や単なる交換・契約の関係などは除き，

いくつかの経営が直接に(国家機閣や商業機関に媒介きれずに)， 生産向上・生産

過程の改善のために，多少とも安定した相互に義務的な協力を行なう，という

位の意味である。

以下， DDR農業・食品業の経営間協業の政策展開と具体的態様をトレイス

するが， 1965年前後の， 本格的路線としての確立の時期の状況は， その後の

KOV  (協業連合〕やKAP(協業的植物生産部〕の発生 (1967-8年)， 更には今

2) .. Interview rnit Genoss血 G.Gruneberg‘. Einheit. 1972， H. 9， S. 1165.傍点ーヲ|用者。
3) V gl. J. Suchanek， "Die Entwic1玉lungder Kooperationsbeziehung回 inder tschechoslo 
wakischen Landwirtschaft “， Staat und Recht， 1972， H. 7 
の Vgl. r. K03JlOB， .. 06 :nanax pa3BlITH.lI KOMMyH町田明αwro凹 oco6a npoH3BotJ;<廿回，
Bonpocu 81COflO.M1，凶仏 1971，地 7，CTp. 124jR. Sachse. "Dje Hauptaufgabe des Funfjahr-
plans und die weitere Intensivierung unserer Landwlrtschaft "， Einheit. 1972， H. 2. S. 248 
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年の「協業組織体模範定款」発効などによって大きな変化・発展をとげる。そ

こで本稿ではまず路線確立期の，いわば出発状況を明らかにしようと思う。

〔注〉 本稿で使用する略語は次の意味である.

SED ドイツ社会主義統一党

VEG 人民所有農場

LPG 農業生産協同組合

VEB 人民所有経営

K 0 G (Kooperationsgemeinschaft) 協業共同体

Z G E (ZwischengenossenschaJtliche Einrichtung) 協同組合同組織体

Z BE  (ZwisロhenbetrieblicheEinrichtung) 経営問組織体

Z B O. (Zwischengenossenschaftliche Bauorga町田tion) 協同組合間建設組織体

I 

1960年春の協同組合化完了以後，その質的強化の必要が前面に出てくる。タ

イプ1. nの比重が高<.他方タイプEでは優良経営が3%前後 (1田2年?に

すぎなかった。どのタイプでも個人農時代の感覚による管理の傾向が根強かっ

たが，これは特に，一部のLPG規模が「ちっぽけな」こと，しばしば一つの

村にいくつかのLPGが並存していること，良い生産条件の小LPGが成果を

あげていることによって助長されたへ とりわけ小量多種生産，所謂「小百貨

庖式生産」が問題であった。またMTS方式は周知の欠陥をDDRでも示して

いた。更に，ウノレプリヒトが後に卒直に語ったように，いかにして高い生産性

の近代的工業的大農業経営に到達するかについ-CIしばしばあ孟りに単純な」

イメージしかなかった九

そこで SED第 6回党大会 (1963年1月〉や第7回・ 8回農民会議 (1962.臼

5) Kollektiv unter Leitung von G. Grul1eberg， Die marxistωch-len問 istischeAgγ酎宝刀litik
同 n 晶 rgege削 eztig剖 sauernhi1feund demo是ratischenBoc/enrefi由明 zurAusat 
beitung und Anwendung des neuen o，如 間四ゐch師 Syste1悩占rPlanung und Leitung 
in d.eT Land:w師 schaft占 rDDR.B町lin.1965. S. 278，によって算出.尚LPGタイプI
'11は菩産が非協同化. 1は更に耕地以外町農地と主要生産手段も個人所有可能。詳細は上林貞
治郎編「ドイツ社会キ義白発展過程 I1969年.273頁をみよ固
め J.Quellmalz. .. Die Entwicldung der Koop百 ationsbeziehungen回 derLaridwIrtschaft 
，m n四 enokonom国chenS.四temder Planung und Leitung der Volkswirtschaft"， Staat 
und Rιcht， 1964， H 7. S. 1214. 
7) W. Ulbricht. Das品onomischesSystem des So:zialismus叩品rLandwirtschaft der 
DDR 1961-1969. 1970， S. 350 
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年各3月)などが， 全国民経済的な新経済制度導入の枠組に応じて， 一連の方

針をうちだした。それは，農業への新経済制度適用"(MTS廃止，農業評議会体

制，義務指標削減 2年間計画化，価格・契約制度改革， 協同組合内「社会主義的経営

運営原則」なむと i農業における一層の集約化および士業的生産方法への漸

次的移行J(党綱領-6党大会決定〕とを組合せたものといえよう。その際，低タ

イプLPGの高度化と一時的にも生産停滞を起きないような実行方法の選択と

が特に留意された。

工業的生産方法とは，第B田農民会議の時点では，工業的な労働と管理の組

織，若干の主要生産諸部門への集中，近代的機械技術の利用などのことであり，

L業的組織とは，分業深化・ブリガーデの専門化・労働力の質的向上・緊張し

た生産の組J織イιと管理の乙とであったへ
こうした諸政策は1965年以前にもいくつかり種類の経営間協業を生みだした。

例えば.MTS廃止への対応としての中小LPGの共同機械化がそうだ。それ

は特に.196Z年 8月の基木手段完全投入についてり閣僚評議会決定〈機械を保有

しているLPGに，自分だけでは活用しきれない場合に貸与契約を結ぶことを義務づけた〉

や翌年 3月の閣僚評議会幹部会決定 (MTSからの機械譲渡は特定 LPGあてにな

されるが，いくつかり LPGが協定して共同利用できる〕などで促進され，第12回農

業博(共進会)(1964年〉では多くの農業経営が農業用機械の共同購入者として登

場した明。しかし経営間協業の政策体系上の位置は左程高くなかった。 その乙

とは工業的生産方法への移行政策の内容に特にはっきり出ている。

この移行は，相当な規模で専門化するための諸前提が既に形成されたタイプ

8) 拙稿，東ドイア農業の計画化 管理制度仁アジア経済研究所より近く公刊予定白東欧諸国研究
会報告書に収録).を参照。
9) W. Ulbricht. a: a. 0.， S. 270f. 6党大会における工業的生産方法D定式化 Cは主要生産請
部門形成は強調されていない (Vgl.Pro如lwllde， VL P.副官itages占 rSED， 1963， Bd. 1， 
S.12lf.¥主要生産諸部門形成はL、わばゆるい専門Hじのことである。当時は厳密な専門じは国民
経済的釣合の確保や農業の設術的制約との関係で輯理だとされていた【ヴェ.ザグラジγ他」 ド
イツ農民会議にて. ，平和と社会主轟の諸問題J1964年4}l号.102頁参閉λ
10) Autorenkollektiv unter der Leitung von G. Egler， Zum neuen品onomischen旦ystem
Ut der wnd.旨:virl:ichcift.1965， S. 297ff 
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illLPGとVEGから始め，他の経営はその前提づ〈り(経済的強化やタイプ 1• 

Eでの「良好な協同組合的労働」の実現〉をするとされた〈つまり先進をつくる方針ア九

この先進経営の各々では主要部門の生産は向上するが，他の部門は急速に縮小

する。従って個別経営による投機的な部門選択の防止とともに，個々の選択を

全体〔大体郡レベルが考えられた〕としてはほぼ相殺して釣合を保つ必要があった。

そこで，部門選択についての郡農業評議会の指導が非常に重視された助。 この

ようにして専門化した諸経営の間およびそれらと ZGE/ZBEとの協業が重

要になろう， というものであった。従って経営問分業先行論とでもいうべき論

調が多かった曲。 だが， ζのやり方は行政的押し付けの可能性を大き<L，ま

た先進経営と他の大多数の経営の聞に一線を引くことになる可能性をも含んで

いたといえるだろう。

先進の形成も必要だ Iしかし肝要な ζ とは全LPGとともに一歩一歩前進

する乙とである」叫(ウルブリヒト，第13回農業l専にて〉。しかも専門化や合併，タ

イプIのEへの移行などを国家機関が割りあてたり急がせたりする方法は.若

干の地方の経験によって，有害無益であることが実証されていた問。 ではどう

するのか?

LPG化完成以後数年間，とりわけ第8回農民会議決定の実践の中で，農業

経営聞の協業こそ主要な活路だということがはっきりしてきた。 196ぷf'l2月の

IS ED  7中総において， SED第 6回党大会の綱領の中で農業に設定された

諸課題のF達成に関連して協業的結びつきが包括的に評価され」聞た。翌年1月

11) W. Ulbricht， a. a. 0.， S. 271/，. Uber Weg und Ziel unserer Landwirtschaft in der 
Etappe des umfassenden Aufbaus des Sozialismus CLeitartikel)“. Einheit， 1964， H. 3. S 
51ヴェ ザグラジン他，前掲論文， 104-5頁。
12) W. Ulblicht. a. a. 0.， S. 27.ほんUberWeg und Ziel ‘， a. a. 0.， S. 5 
13) V gl. H. G. Ewert， "Grundsatze der 'Ko目配ntr.ation，Ko田 bin回1羽a坑t，拍onund K。∞。p町a剖h的.on'‘“‘
Die Deuts肱'cheLα由n包6品長U叫irt.勾SC，品'hafi.βt，1日96匝5，H.1， S. 7/..u"恒r羽r，唱gund Z五iel “ぺ，a. a. 0.. S 
5町./J.Quellmalz， a. 仏 0.， S. 1214.ザIG.Eh官叫凶d出l日，e品hu. a.， "Kooperationsbeziehungen in unserer 
Landwirtschait“， Einheit， 1965. H. 11， S. 38， usw分業先行論批判としては，例えば， H
Wirsi.g. "Die komplexe soualistische Rationalisierung UI'.d die K，∞.pe目tionsbeziehungen
in der Landwirtschaft der DDR“，Wu官chaftswissenschaft，1966. H. 11; S. 1813をみよ。
14) W'， Ulbricht， a. a. 0.， S. 358 
15) 島問中IS. 352. 357 und 448f 
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中央農業評議会が機械技術投入の際のLPG間協業の促進を決定し 2月9日

にこれについての中央農業評議会議長の指示が出された。 3月8日には中央農

業評議会議長・閣僚 G エヴアルトの「ドイツ民主共和国の社会主義農業にお

ける多様な協業的結びつきの発展のための勧告」が出され，さらに4月の9中

総聞で従来の発展と経験が分析・一般化された。この年の第13回農業博 (6-7

月〕では協業関係に特別の注意がそそがれた。

かくて前述のように 1965年が画期とされるわけである凹。この画期の意味は

協業関係発生の始点ということではなしかなりの経験をふまえて位置付けが

いわば戦略的・包括的レベノレに高められたという意味とすべきだろう。 中小

LPGのみでなく先進的大LPGにも必要であり，また必要患とか合併の偽装

手段 (Deck皿 antel)，一時的万策ではなく，生量産の集積と社会的分業深化目法則

性およびレーニン的農政原則から町長期的必然性であり I協業的結びつきは

農村における一層の社会的および経済的発展にとって決定的かつ原理的な意義

をもっている」即(傍点ー引用者〉とされた。

すなわち円協同組合的所有には一層の社会化への傾向が内在しており， 生

産の社会的組J織の一層の発展の障害ではないという判断を背景に方での，

生産諸力の発展一一一生産の集積.専門化の必要じれは同時に限度でもある〕と.

他方での，各経営のタイプ・生産・収益水準・労働力の質・規模・自然条件・

農民の意識などについての相当の格差や多様性の存在という与件から， rν 

16) Autorenkollektlv unter Leitung von H. Doring， Zu den K!回ρerationsbeziehungenin 
der Landwirtschaft der DDR， 1965， S. 34本稿でしぼしぱ利用する本書位協業関慌につい
てり「功績の多い骨作」と評価された〔日羽λAlmsu. a.， " These瓜 zurrechtlichen GestaltuJ1g 
der Kooperationsgemeinschaften in der Landwirtschaft“. Staat und Recht， 19伐j，H.5， 
S. 782)。
17) ここでグリュー不ベルクは協業の必要性が生産の集積・分業専門化D合法則的過程から生ず
るとしたが，桂者の単なる結果とはしていない (NeuesD印 tschland.29. April 1965， S. 4.). 
18) エヴアルトも第9回量民会議 (66年〉で， I第8団農民会議以桂， とりわけSEDγ中総以後」
、 協業関係が発展したと述べている CIX.Deutscher .Bauernlwngr.ιβ， uberarbeitetes p，町釦Iwll，
1966， S. 91，但し本書は入手できず再引用)。
19) Empfehlung zur Entwicklung vielfaltiger Kooperationsbeziehungen 1n der sozial回 ischen
Lanclwirtschaft 'der DDR. in Zu deηKooperationsbezieJ，附 1gen....仏 a.0.. S. 49 
20) Vgl. e胎町ia/Lた mar.xistisch-/eninistischeAgra中olitik....a. a. 0.， S. 279丘/Z，μ時n
KooterationsbeziehU1有gen. _， a. a. 0.， S. 12ff， S. 27ft. und S. 32仕 USW
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ニン的協同組合計画」の原則を応用した方法が帰結された。つまり各経営がそ

の自由意志にもとづいて，独立性を保持したまま，漸進的に，多様な形で協業

して，生産諸力の発展に適合し生産の集約化・集積・専門化をはかる。

各経営にとっての協業関係の直接効果としてエグアルト勧告は，①農業生産

の集約化の前提・可能性の拡大，①大型機械や近代的機械体系の導入，③個別

経営の自然・経済条件の活用，④科学技術進歩の諸方法の適用，⑤主要生産諸

部門への集中と工業的生産方法の徐々の導入，⑤運輸・荷役・貯蔵・建設など

の合理化・専門経営への統合，⑦投資効率の向上，⑥総じて著しい生産向上に

なることをあげたz九

ιうした協業関係の展開は，一時的にも生産停滞を伴うことなく生産り社会

的組織を発展させ，その中で，農民の視野・責任意識を個別経営の限界から脱

皮させ経営内外の社会諸関係を発展さ古るものとして，組織的ー技術的にとど

まらない大きな社会的役割を果す，とされた。

かくて I集積の一つの表現形態としての幾つかのLPGの合併は，現在も

将来弘集積の主要路線ではありえない]釦と断言きれ， 国家機周・経済諸機

関には，協業の本質・意義を農民に説明し，個々の具体的な問題の解決を援助

するとともに，協業化のために優先的に物質的保障を与えることが要請された。

「新経済制度の全措置は 多様な協業的結びつきを全面的に促進し前進させ

ることにむけられる」明。

同時に，協業化が「社会主義的再生産過程全体の統一的管理」の改善に役立

つとされたべ というのは「農業では，すべてのLPGを個々別々に計画化に

くみこむことが困難」即だからである。 事実DDR農業・食品業の計直化・管

理制度は協業関係の進展と相互規定的に展開していったぺ

21) Empfehlung...， a. a. 0.， S. 53f 
22) Zu den K{田 'teratωnsbezieh回復"en.. I a. a. 0.， S. ~9. 
2-3) Empfehlung.."， aι0.， S. 55f 
24) W. Ulbricht. a. a. 0.. S. 359. 
25) Ebenda. S. 463 
26) 前掲拙稿事伊凶
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以上の方針は，むろん一部に，あくまで中小LPGの問題とみる傾向や行政

的押し付けの傾向を根強く残しつつも，短期間に植物生産でも畜産でも確証さ

れ，特に畜産において急速に協業関係が発生した町という o 実は最高収穫と畜

産向上月飼料基盤の強化とが，従って植物生産が重点対象とされた劃のだが，

協業の質的水準も当時は畜産の方が高かった。

協業形態の図式性・画一性を排除しつつも，この時点では，次のことが一般

的に妥当するとされたぺ ①農民の意志(組合員総会・LPG幹部会決定)にもと

づいて形成し，文書で参加を明示する，②相互の経済的利益となるようにする，

①各パ トナーの課題・権利・義務を明確にL.広範な連関をもっ場合には契

約や活動規則 (Arbeitsordnung)を協定する.@各組合員総会白決定の下己管理

活動をする協業評議会ω形成が望ましい，⑤ZGEでは全権代表会議が決定権

をもっ，⑥協業上の最重要経済諸指標が参加経営の生産計画。中で考慮され，

協業によってひょっとして生じうる市場生産の変化は必ず生産管理部によって

調整されねばならない。

とζ ろで，多様性をどのように把握するか，であるが，第n回農業博でのウ

ルブリヒト演説がこの当時の代表的な見解である〔エヴアルト勧告もほぼ同様〉。

すなわち， ①先進大 LPG型 ②中小 LPG型③ ZGEの三つとして掴

む冊

隣接大LPG聞では合併は全く考えられず，協業による主要生産諸部門の形

成と工業的方法への移行，即ち経営聞の生産部門交換が直接の課題であり，バ

ーノレシュテグトやゲノレツィッヒなどの地域が典型にあげられた。

大多数のLPG.全タイプの中小LPG間では基本フォンドの利用を改善し，

主要生産諸部門と工業的生産方法とへの漸次的移行の前提をつくることが主な

課題で， クリッテ γやム γ チ ~Yなどの地域の例が典型にあげられた。この型

27) Die間町'xistisch-lenin叫 i.scheAwarpolitik...， a. a. 0.， S. 288 
28) Empfehlung. ..， a. a. 0.， S. 51. V gl. Zum neuen okonomischen System.. _， a. a. 0.. S 
291 
29) Ebenda， S. 5lf./ Die 間前回'stisch-len叫istischeAgra中olitik...，a. a. 0.， S. 29lf 
30) W. Ulbricht， a 仏 0..S. 358旺 Vgl.Empfehlung.... a a 0.， S. 5lf. 
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では協業深化の後に合併する方向もありうることが示唆されたが，しかしそれ

は農民自身が自らの利害判断で決める ζとだとされた。合併の方向をとる必要

は「例えば三つの村に六つの小さなタイプ ILPGがある」場合について明言

されたが，ムッチェン地域のような場合には，一つの統一的生産・再生産単位

になっていくだろうという言い方がされた。これは合併でなく経営問協業のま

までも可能であるだろう。第 2表は経営規模の変化を示すが，但し合併以外の

要因の影響も相当ある。

第2表経営あたり平均保有農地 (ha)

V E G LPG(タイプ l'JI) LPG(タイフ回m)

経営数i平均農地 経営数|平均農地 経営数|平均農地
1960年 669 591 12，976 155 6，337 518 

1965年 572 743 8，973 192 6，166 604 

1970年 511 866 3，485 248 5，524 819 

1971年 500 886 2，664 242 5，663 834 

(出所) Statistisches Jahrbuch der DDR， 1972， S. 202f より作成い

「協業のもう一つの道」たるZGEは，直接の農産物生産以外の補助的生

産・労働分野が対象とされ~ Iレティッツ ロイチ"/地域が典型としてあげ

られた。

みられるように，これは前述の第8回農民会議の先進経営と他の経蛍との区

分をひきつづき基調にしている。だから①と②のいわば混合型が脱落している。

だがこの混合型は地理的条件によってやむなく生ずるというだけでなく，経営

問格差是正の方策として重要な独自の意義をもっ。また実践水準による制約な

のだが，後に第9回農民会議て明らかにされる把握一一単純な形態から多由的

かつ統一的な形態へという，協業自体の水準を基調にした把盛一ーに比べると，

まさに路線確立期rD， いわば過渡的性格をもった把握だといえよう。つまり，

どの水準・規模白LPGにとっても重要かつ利益なのだということを説得する

ことに主眼をおいた分類であるu



54 (54) 第 112巻第1号

当時存在した主な協業は，1) 第一に機俄器具類・畜舎などの全部又は一部の

共同利用である。この中には，手持ち機械類を一時的に r好意」によって互

いに融通しあうもの，相互投入の年間契約を結ぶもの，更には当初から協力を

予定して個々の労働や企画〔機誠購入・畜舎建設その他〕を調整してすすめるにい

たったものまで，色々な段階がある。共同利用する生産手段は各LPGの所有

でも共同所有でもありうる。第二に各経営の自然・経済条件のよりよい利用の

ために発展計画を共同作成し，経営問の部門交換・部門統合によって主要生産

諸部門の形成をはかるものである。第云に ZGEの設立である。実践上これら

はからみあって存在する場合が多u、。

協業関係の深化に伴い，経営問組織も発展する。各組合員総会・幹部会の共

同会議，訂画委員会などの共同委員会，更には協業関係の管理機関としての協

業評議会(共同幹部会ともいう。同じパー?ナ 問に複数の協業評議会がある場合も，

lつの評議会で複数分野の協業を統轄する場合もある〕も生れた。

11 

具体的様相を前述のウルプリヒトのあげた地域についてみてみよう。

SED第7回党大会でも紹介された釦クリ '1テン地域(ドレスデン県ニ スキ

郡北東部)はタイプIのLPGが共同機械化をはかる場合である羽〉。

MTS時代から協力していたタイプIの4LPGが1963年 7月， MTSから

の基本技術の購入を機会に耕地用機械器具の共同購入・共同投入契約を結び，

各LPG議長と共同投入部長からなる協業評議会をつくった。評議会は毎月開

31) V gl. Erfahrungen bei der Entwicklung von K∞perationsbeziehungen， in Zu den 
Kooperationsbeziehungen ..• a. a. 0.， S. 56百(これはエグアルト勧告の付属文書である)I 
zμmnn岬 'lok01wmischen Sysιern.." a. a. 0.， S 抽出
32) proιokoll des VIL Pa吋"'凪:gesdeγSED， Bd. 1， 1967， S. 192f 
33) クリッテン地域については上掲以外に Zuden Koop町 G畑町beziehungen....a“0.. S 
68ff./H. M凸ller，"Kooperat旧nbeim Kauf und Emsatz der Maschinen in LPG Typ 1 im 
Bereich Klitten， Kr. Niesky"， Die Deutsche Lan品 vi:rtn;h“fん 19Gu，H. 8/H.-.T. Merkel. 
"K∞perative Beziehungen zwischen LPG im Bereich Klitten. Kreis Niesky“， Die 
D出 lscheLandwi出 chaft.1966， H. 6による。
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第3表 KOGクリッテン参加経首

(55) 55 

LPG名 1 タイプ|農地(協同化部分~ 換算出 |資金分担%
Vereinte Kraft I 665.64 (415) 487.72 58.0 

Waldessaum I 143.39 (76) 100.98 12.0 

明Tiesengrund I 103.34 (76) 71.13 8.5 

8. Mai I 238.10 (156) 180.14 21.5 

メロ当』 計 1150.47 (723) I 100.0 

(出所〉 脚注33)の諸文献より作成句

催され，各LPGl票で，多数決制をとった叫。但し契約変更，労働ノノレマ・

報酬率・プレミアム規則，機械などの新規購入など，重要事項の最終決定権は

各 LPG組合員総会にあった。共同の対外関係の処理のため LPG" Vereinte 

Kraft “が代表経営 (Tragerbetrieb)となったS旬。 ここには， .今は協業体センタ

ーのある元のMTSプリガーデ基地が属し， KOG会計もおかれ，また評議会

議長も出した。

まず1963年には対MTSを含む約17万マルクの機械器具を購入し， 65年末に

は時価49万マノレクの共同資産になった(各 LPGの基本機械器具所有は全くなし〕。

この資金は耕地 1ha~1 に対し永年放牧地 1 ha~O.25 の比重で換算された農

地面積(第3表の換算出〉に比例して分担された。 65年以降は減価償却金を充当

し，不足額のみ同様の分担をした。

共同投入の細部は活動規則に定められ，各LPGに対してなきれた作業給付

はコストカバー型船料金表によって清算される。但し経常コストは年初に決定

きれ毎月支払われる前金で賄われ， 年度末に実績との差額が返却(不足だと追

加負担〕される問。 共同投入上の最大の困難は生労働， 特にしばしばLPG聞

に相当の差がある労働ノルマ・評価・労働単位価額の扱いである。乙こでは各

34) ZGE;ZBE以外は全員一致剰が晶冊である。
35) 多〈の協業体が，代表経Y営方式でなく，機械購入等も共同署名で契約し，参加各経宮の責怪感
を強める方向をとフたくVgl.Zu.刑 n印 enokonQm.ischen Syst，師 'L.，a. a. 0.. 5. 300)0 
36) 蓄産 ZGE以外にはこオもが通例で，利潤をくみこまないことであるロ
37) ミュヲ は返却せずに積立てて購入資金にあてた方が土し、左コメントL:Cいる。
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機械器具の必要要員は各LPGに分担配置され，統一基準で報酬が払われる

く但し支払は協業体から直接でなく各LPGを通して)。計画達成の際には報酬総額の

4.5%にあたるプレミアムフォ Y ドも形成された。共同投入円滑化のため罰金制

度(対 LPGJがある。

ょの協業によって196~年 (MTS 時代〉に比べて，手労働・役畜労働が 6 割減

(66年1， 1ラクター 15馬力換算 1台あたり年間給付が1.35倍， そのコストが日

割以下，機械器具類投入の単位コストが 6割強(共に65年〉になった。

協業内容も次第に広がり， 1965年には狭い作付区画や思しい用水路という機

械化の障害を克服するために土地改良組合〈他の 4LPGを含む〉をつ〈り， ま

た他の 1LPG  (タイプml(LPG "Frohe Zukunft“)と共同の修理場の建設を

決めた。畜産にも協業評議会をつくり， 200頭規模の乳牛用共同畜舎の建設と

その飼料確保のための作付計画調整を予定した。今後は共同の発展計画化や単

一評議会形成を準備する。

こうして， MTS代替的協業から出発し，今や多面的な協業に進み，タイプ

Iで畜産協業にまで入り始めている。

次に['当面は諸経営の法的資金的独立性を保持し」ながら，共同の発展計

画にもとづいて「漸次に一つの統一的な一生産・再生産単位に成長するだろう」

とみられた掛ムッチヱン協業地域(ライプツィヒ県グリマ郡)をとりあげよう冊。

1970年までの共同発展計画と整備された管理体制の存在に特徴があり，諸タイ

プ混合の10の中小LPGから成る。

機械の相互貸与などを経て，ライプツィヒ県のタイプEの全LPG中最高り

生産性を誇る LPG  "Rotes Ba即時工“が1964年にイーシアチブをとり， 翌年

1月各LPG幹部会合同会議で協業課題が決定された。相互関係は活動規貝リ舶

38) 明r.Ulbricht， a. a. 0.， S. 359 
3~) 三白地崩は上揖以外に H.Taubert. .. Die Zu曲目menarbeitder LPG im KODPerations 
bereich Mutz配 hen.Kr. Grimma“， Die D仰 tscheL即 dwirtscha，舟.1965， H. 8jders.. 
.， Erfahrungen aus dem K∞perationsbereich Mutzschen. Kreis Grimma“Die D.印tsche
Landwirtschaft， 1966， H. 6による。
40) タウベルトが活動規則制定をまず第10)必要としたのに対し クリューゲルらはそうではたぐ
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第4表 KOGムッチェンD構成

(57) 57 

L P G名 所在地 |タイプl農地 ha*
Rotes Banner ムッチェン E 410 

Einigkeit 。 I 88 

Friedenswacht ロ タ E 326 

Einheit 今2ットウ事イッツ E 380 

Neue Heirnat ガエぇテヴ、イァツ E 221 

Einheit プレージッツ E 93 

Edelweis 汐 I 133 

Vorwarts ケ/レ'y~、ン E 243 

Voran イz ーゼヴィッツ E 94 

Sachsenl岨 d 1/ I 65 

メML 計 2，053 

* タウベノレトの2論文(脚注目))白聞には数値差がある。これは第2論文
(6}1966)による。

と二者間又は多者間契約で律せられ，単一の協業評議会がつ〈られた。評議会

議長には LP G .. Rotes Banner"議長で労働英雄の G リーベノレトが選ばれ

た。この LPGは以前から物質的支援や幹部派遣などによって地域内で大きな

影響力をもっていた。評議会では各LPGl 票だが 1~2 名の代表が出る。

決定の発効には各組合員総会の同意と評議会での一致が必要である。評議会は

協業諸関係全般の発展・調整，建設・土地改良の計画，機械器具施設の購λ計

画，国民経済計画課題の達成への各経営援助などをする。この下には経営を越

えた専門家集団が形成され，更に書記がおかれた。書記は専門教育又は高等教

育を受けたカ ドノレから任命され，評議会議長。下で技術的・組織的経過と諸

契約の達成に責任をもっ。タウベノレトは書記設置を客観的必然としたへ

協業関係の発展白中で作られることが多いと批判した(R.Klugel u. a.， "Die Entwicklung 
von Kooper-ation由f'zlf'hllngen→-eingesel1schaftlicheτPm盟日“，口ie円leu.tscheLandu，昨
日 ha仏 1966，H. 10， S. 477)。当時の協業論の状況由理解に役立つので，以下タリュ ゲルら
白タウヘルト(芭接には上掲第2論比一一一1966.H. 6-<0虹述〕批判を注記Lておし但し批
判はムツチヱンのやり方自体ではなく(それも多様な形の 1つなのだから)， そこからタウベル
トが一般化したく恐ら〈は一揖化したかのように叙述した〕命題にむけられたe

41) クリューゲノレらは現発展水準では必然でなく，むLろ協業の初期には民主主義的発展の障害に
なるとしたω 許議会やそ白議長が組合員全無視して書記を通じて問題の解決をほかろうとしかね
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第 1図 KOGムッチェ γ組織図

(注)一一一争勧告

「諸協業的結びつきの出発点」たる耕地労働叫ではまず収穫時の大型機械の

コムプレヅ F只投入を始めた。やはりコストカパー型料金・統一報酬制だが，

投入機械は共同所有でなく各LPGの所有であり，購入計画を分担するのみで

あった。今後耕作・肥培管理にも拡大し，従来二者間協定によっていたのを評議

会ー複合フリガーデー機械提供LPGの閣の協定にすることなどが予定された。

畜産の重点は経首問の専門化・集積なのでペ郡・県農業評議会承認済 0)

1970年までの発展計画によっ ζ子牛・若齢牛育成などの段情的集中主予定し

た。飼料は各経営の自己調達が原則である(地域全体の家自が持ちこまれる LPG
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"Rotes Banner“は別〕。

LPG "Rotes Banner “が協業関係の結成をリー下した直接の契機は， 1964 

年夏の展望計画討議の中で，みずからその経営規模の限界につきあたったこと

である。第8回農民会議が先進経営に示した方針を 4∞ha余りの農地で実現
することは不可能だ，と認識された。その意味ではグリヅテン地域よりもバ

ノレシュテット地域に近い。パートナーの状況によって中小LPG型ではあるが，

水準の高い協業となった。

当時先進大LPG型の典型耐の一つであった KOG'りtールシュテ.，卜(エル

フノレト県ワイマール郡北部〕は，後々まで先進でありつづける。 進みすぎて典型

とされなかった時期があるほどである。以下，当初のプログラムを中心に，そ

の実践状況との関連でのみ1967年頃までを含めながら先進大LPG型」と

は何かをみてみよう46L

1961年から社会主義競争グ 第5表 KOGバールジュテット当初参加経営

ノレ プを形成し，更に ZBO

や ZGEとしての配合飼料経

営をもっていたタイプEの4

LPGが，第8回農民会議を

契機に共同発展計画化を討議

しはじめ，郡生産管理部その

他の専門家の協力も得て，

L P G |タイプ|農地 M

ノミ-!レ、ン z テット E 629 

シュテテ γ E 194 

アィバッ ρ エーデルハウゼン E 8G6 

ホ γテル、ンュテッ卜 E 9口7

合 ~t 

* [-，協同組合的に利用される農地」のみ"
(山所) Zu de:n Kooperationsbezichu1lge?l. .， aι 
0.. S. 114 

44) KOGゲルツィヒは紙数の都合で検討できない。この時期については Erfahrung四 beider 
Entwicklung .. ， a. a. 0.， S. 61f.jH. Muller札 3.，"Zur kooperativen Entwicklung叩 lanung
im Bereich der LPG Gorzig-Grobzig.Osternienburg“. Die Deutsche Land.山内schaft，
1966. H.3をみよ。尚，ここの LPG(当時3LPG)は KQGパールシュテットの各 LPG
より大きく，各々 1600"-'2600haである。
45) 当初はパ ルシュテット協業地埴と呼ばれたが，すくにKOG前々 に変わった(他の地壊も同様〕。
46) 以下の文献による。 Zuden Koopera加 nsbe:ziehungeη ， a. a. 0.， S. 112ff.IG. Curdt u 
a.， ，. Die kooperative Zusammen町heithei deτEntwicklun酔 pl国lunginl B町田I-:hBerlsteut， 
Kr. Weimar“，Die D四 tscheLandwir古chaft，1965， H. 10，んZurvielseitig verblllldenen 
demokratisch geleiteten Gemeinschaft“， K(叩 ρeratum，1967， H. 3.4/ W. Hahn， ，. Melu， 
besser und billiger durch K.∞peration in der Pflanzenproduktion“，K.凹lterat旬肌 1968.H 
5.6. W. -'、 ンはLPGアイハツハエーデノレハνゼンの19叫年以来の議長である。
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1964年秋に1970年までの発展プログラムをつくった。これが，関係機関や各組

合員総会で批准されて，協力関係の基礎となった。そこでは，①当時農業の全

国的重点とされていた明ミノレクと屠畜をはじめとする畜産の発展の最重要前提

としての耕種生産における土地豊度と収穫の急速な向上，①耕種生産・畜産双

方の集中・集積・専門化による各経営の自然的経済的生産諸条件のより合理的

な利用および近代的生産方法が場用可能な集積規模の実現，③手持ち生産手段

の合理的投入と新規投資による合目的的な生産手段拡充，が主要課題とされた。

1966年には隣接地ノイマノレクの LPG(タイプ1)とVEGが加わり，続いて

KOG内の一部に合併〈例えばLPG，' ルシ&テ γ トとシュテテンは当初白プログヲ

ムでは70午までに合併を予定していた〕があり， 1967年には 5経営となった。

第6表 KOG，、ールシ品テットの発展

1964年 1965"1三 1966年 下
一

5

1

5

9

出

一

回

但

U

鎖
一

4

4

経蛍数

農地面積

耕地面積

労働力数

キ VEGを除いた平均四
(注〉 農地面積が個人副業地を含むかどうか不明。いずれにせよ第§表と整合しないが，真偽不明。
(出所) W. Hahn. a. a. 0.， S. 34 

第7表耕種生産集積・専門化当初計画(伍，随一70年〉と実績 (64，66年〉

作物種類 1作物種類あたり作付直積
L P G 

1蜘 I~同511田8-701 1蜘 1田411田511回874回 6
バ ノレ、ンュアット/シ L

19 16 11 11 46 35 80 80 テテ γ

ホッテノレ、ンュテッ卜 25 22 15 15 37 42 62 62 

ブィパッハエーデルハウ
27 20 13 13 33 45 69 69 ゼン

全 体
1 
28 
1--=，， 1 7 I * I 39 I 47 1 70 

取 ノイマルグが加ったが，それを含めた数値は不明。

(出所) Zu止刃 Kooρerationsbeziehungen...，a. a. 0.. S. 120/ "Zur vielseitig “，a. a 
0.， S. 28より作成。

47) W. Ulbricht. a. Q.  0.， S. '394 
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きて， 1965年から畜産の専門的生産を始め得るように，耕種生産での協力は

64年私からただちに着手された。土地区画が整備されるとともに，土地フォ Y

ドの詳細な分類と各経営の飼料需要の変化の調査とをもとに新たな輪作体系と

作付規模拡大(作付安換による各経営。作付作物数の大巾削減による〉が決められた。

例えば，細分性の強かった工芸作物や採種を各経営に分担・集中し〔そ白内容

は第13表に含まれるものとほぼ同じである)， フィバヅハエーデノレハウゼンが食用

馬鈴薯を飼料用馬鈴薯・同甜菜に切換え，ホゲテルγ ュテットは工業用甜菜を

ふやす等々。その結果第8表のような生産規模になる。各経営の作物数削減は

1968ー 70年目標が早くも 1966年に達成される(第7表〕が， KOG全体として

の作付作物数とその生産量は縮小しないようにされた。乙うすれば前述のよう

な不釣合の発生の可能性は非'前に少なくなるわけである。 f品，実績では平均作

付区画が196生年の 15haから1967年には 25haに拡大した。

第 8 表作物群~I性産規模くl田5年予定) (lw) 

[バル九アツ|ホッーュ|フィバッハエー|閉回農民会議
ト/シ z テテン テット デノレノ、ウ#ン 模が示Dした必要規

コンバイン作物 425 455 

持耕作物 160 140 

飼料作物② 565 595 

野菜9

1) G. Ehrlich u. a.， a. a. 0.， S. 41による。
2) 取入れ面積。

410 

185 

560 

74 

(出所) Zu aたnKoo.ρeratwnsbezieh叩 gen.. ， a. a. 0.， S. 119 

300~450 

官鈴菜薯 80~120 
100~15 日

各経営の作付作物数の削減はテクノロジーや機械種類の削減、機械投入効率

の向上等だけでなく，労働力編成の専門化をも可能にする。ホッテノレシ呉テツ

干とフィバッハエーデルハウゼンは， 1965年初めから作物群別専門ブリガーデ

に移行した〔パ ノレシ L テットはシュテテγ との合併後に予定した〕。

同時に農作業自体についての協力として，農作物の肥培管理・農繁期につい

Cり一時的協)Jや大型・特殊機械装備のための協力がはかられた (1967年には個
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第9表畜産の集積・専門化計画(当初)

L P G | 主要生産部門 規 模 1(9実64績年)>>1 1970年

パーツトII乳牛飼養(雌牛(「
293 340 

ュテテγ 子豚生産雌子取庶り〔頭用1 186 360 

L牛飼養|雌牛引
310 420 

ホッテノレ、ンュテット

採卵鶏飼養号Jt?含訳〉 6，150 2，20000 

247 445 

、ウゼγ 豚肥育 肥育豚(頭〉 1，580 2，000 

1) "Zu vielseitig “，aι 0.， S. 28の数値と異なる刀む真鵠不明L
2) G. Curcl.t前掲論女では 32，000羽>SED 7党犬会での LPGパールシュテット議長 E ト
ーマの発言では 50，00羽 CProtokolldes VII....， a. a， 0.. Bd. 1， S. 343)となっている。
〈出所) Zu den応ooterauσnsbeziehungen...，a ι 0.， S. 124. 

別経営を越えた重機械プリガ デが ZBEとしてつ〈られるにいたる〕。

「主要目的J とされた畜産では，各経営の従来の部門別業績格差を考慮して

専門化計画を決めた。牛飼育とミルク生産ではシュテテンとバールシェテット，

家禽ではホッテノレシュテット，子豚ではパ ルシュテット，肉豚ではフィパッ

ハエーデノレノ、ウゼンが最高業績をあげていたし，それぞれ当該部門に投資を集

中していた。第9表のように計画され，同時に副次的部門として，ホッテノレシ

ュテットとフィパッハエーデルハウゼンに全体ι羊を集中し (KOG全本の放牧

地を干リ用する)， パーノレγ ュテットはワイマーノレの家禽肥育VEBあてのブロイ

ラー鮮化用に採卵鶏を飼育するなどとした。当初は乳牛はどの経営でも主要部

門とされたが，後 (1967年〕にホッテルシュテットははずされ，代りにパールシ

ュテヅトで拡大された。 第四表畜産部門数〔実績〕

豚では， 当初はノミーノレ、ンュテ L P G 11拙年 11966年

少トに子豚生崖， フィパッハエ |パールシュテット/シュテテンI 10 I 6 
|ホヅテルシュテヅト 10 5 ーデノレノ、ウゼンに肥育を分担し I '''? /.'~ '" ::L / '''. " 
|フィパッハエーデノレハヴゼン 12 4 

た。もっともノイマルクの加入|ノイマルク (LPGIVEG) 10 I 6 

後はそこへ肥育を集中すること 〈出所) "Zu v抽出'g “，a“0.， S坦
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になった。子豚供給では1965年春にハプュ γグが起った。バールシュテ γ トで胃

腸炎がはやり子豚450頭が死んだのである。 たちまち肥育側(フィパッハエーデ

ノレハウゼン〕の生産計画もくるった。そ ζで保険制度の改善と， VEAB (人民

所有調達買付経営〉による緊急追加供給の体制の必要が言われた。集積を進めや

すい豚・家禽にとって， ιうしたリスクが主要生産部門化の障害になっでいた。

ホッテノレシュテットはKOG内(但し上述のヮイマ ル家禽肥育VEBとの関係で

LPGパーノレシーテットを除く〕の家禽を集中し，更にKOG外の若干のLPGと

も協定して穀物生産と交換に採卵鶏飼育の集積をすすめた (19酎年にはl万6干

羽に達した〕。尚，後には〔おそらく 1967年と思われる)ホヅテノレシュテッ「の家禽

飼育はZGE化され，1968年には補充鶏育成を含め72，000羽の飼養1，100万個の

卵生産が見込まれるまでになる(その際の l労働力あたりの総売上げは60万マルク〉。

その他，従来のZBO-配合飼料経蛍に加え， 1966年以来，仕入れや販売用

の運輸・石灰や基礎肥料り散布・馬鈴薯選別などが各経営から分離され， BHG 

(農民商業協同組合〕との協力で ZGEjZBE化きれたo 1967年には 10日3万マノレ

ク以上の大規模な複合的土地改良企画がはじめられた。

「科学技術進歩の実現についての契約」が結ばれ，また労働力ノミランスと労

働力の質的向上についても計画がつくられた。労働力については，量的には当

面の展望期間の需要を満たしうるが，専門化に応じた技能資格向上が必要と予

測され，大学・専門学校への派遣と共に協業体アカデミーでの教育に力を入れ

た。

協力関係は色々な生活分野〔特に，商業・供給・文化・スポーツ・公共事業・社会

福祉・教育など〉に及び， KOGがかかわるゲマイ Yデ(当初は7つ〉聞の協力関

係の発展ともなった。郡が指導するとはいえ，個別ヶーマインデでは処理できず，

のち1968年 5月には 9ヶーマインデがゲマインデ連合を結成するにいたる。

管理はやはり単一の協業評議会があたるが， ょιでは各経営の議長と党書記

によっτ構成された。そιでの決定は勧告であり，組合員総会又は幹部会の決

定を経て発効する。 i経済作業グループ」が付置され専門的な分析 研究にあ
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たった。ほかに各経営の分野別責任者や会計主任の会合が毎月もたれ，各分野

の活動の原則案をつくり評議会に提案する。やはり活動規則がつくられた。

不断に経営比較・社会主義競争を行ない，新経済制度適用上の協力もなされ

tこ。

協業関係という場合，生産諸単位の配列・結合自体よりも人間と人間の協力

こそカナメだという ζとで r経済的考慮」に先行した政治・イデオロギー活

動ベ各勤労者の計画化・管理への参加に力を入れた。特に各農民の生活様式

の相当の変化〔例えば職場と住宅の遠距離化・労働時間の変化・従事する労働分野の変

化およびそこから惹起される日常生活の変化など〕を伴うだけに色々な条件の整備

とともに各人の十分な納得が重視された。

従来のVEGなどでの大規模な畜産専門化の経験〔釣合確保田ためり十分な国家

的言|画化の下で相当。期間と投資を必要とした〕に比べ， KOGバーノレシェテッ干

はより甲〈より容易かつより安価に専門化する道を示したと評価された。その

ことは特に経営問の生産部門交換・経営間協力による既存畜舎の活用〔整備・

改築1による新規投資の節約なEに示害れている。 第四表にみるよ弓に，畜産

が厳密に専門化されたわけではないが，その部門数は急速に削減され，飼養規

第11表 KOGバルシュテット D経済成果
(農地haあたり)

|単位 11拙|附 119661問自主z
植物生産 GE 32.7 48.4 44.4 50.1 34.7 

蓄産 GE 23.3 31.8 30.0 41.8 79.3 

総売土げ マルク 3561 4518 4581 5956 67.3 

総所得 マルク 1375 1795 16口口 1990 44.7 

純所得 """"" Jr.'!7 399 670 569 863 116.2 

蓄積 マルク 165 458 416 701 325.0 

〔注) GE 穀物単位
〈出所) W. I-Iahn. a. a. 0.. S. 28 

第12表ヨスト低下
(デシトンあたりマルク)

1捌 1 1蜘

穀物 22.77 18.17 

甜菜 7.05 4.90 

ミルク 69ー 67.75 

肉 414.- 382.50 

く出所) .. Zu vie1seitig 

a ι0.， S. 29 

48) このために名陸宮申SED組織は四半期毎に指導部。共同会議を，毎年共同の総会をもった.
各分野の責任者にはその課題の実行状況を党指導部に定期的に報告させ，また全生産集団に党グ
ノレーフおがつ<6れて組合員の意識の発展への車組みを強めた。
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模も計画を越えて拡大され

た。耕種生産を含む部門交

換自体も従来の水準を大き

〈越えたものであった。

KOGバーノレ・ン品テットの

経済成果を概観すれば第11

・12表の如くである。尚19

67年にはそれま Eの経過と

参加経営の変動から第13表

のように主要生産諸部門形

成計画が再編された(特に

畜産が変化〉。

い〈つかの協同組合が間

資して創立する ZGE(VEG

など人民所有経営が加わると

ZBEといわれる〉も早くから

存在している。協業組織体

(kooperative Einrichtung)と

か共同体組織体 (Gemei-

nschaftsein口chtung) ともい

うo 法的にも，すでに1959

年制定のLPG法第23条が

その設立を認め. 1962年 8

月にZBO. 同年12月に土

地改良組合. 1964年5月に

第13表 1967年主要生産部門

日 GI 主要生産開門|次第に縮小する部門

ノ、 穀物 野菜

食用馬鈴薯 根菜採種
ノレ
工業用甜菜 泊料植物

シ
ユシ 爽果類採種 豚肥育
τr ~ 
飼料作物 子豚ツフ4

トテ 主n.-"， ~ß . :/ 
羊

穀物 野菜
オミ
j主用馬鈴薯 1青果類

ツ
フー 工業用甜菜 ミ1"ク
ノレ
根菜採種 食肉

シ
ユ 泊料植物 子豚
プ
飼料作物

ヅ

ト os 
羊

フ 重量 物 食用馬鈴薯

< 飼料用馬鈴薯 工業用甜菜
/、
飼料用甜菜 根菜採種

ツデ
I、Jレ 飼料作物採種 油料植物
エハ
野菜 英果類lウJ

ゼ ミノレク 豚肥育
ユノ
羊 @s 

( 

ノL 穀物 ミJレク
イP 馬鈴薯 子豚マG
ル¥ 甜菜 飼料作物
クV 豚肥育 羊E 
G 卵
) 

〈注〉 コジヅグにした申は引用者で，各経営が1969年
に「専門化した LPGJとなった時の専門分野を
示す.

〈出所〉第12表に同じ.

畜産関係ZGEの各模範定款がつくられていた。

これは，独立に経営される法人となることと農業経営から分離された特定の
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生産・労働過程に専門化寸る乙とによって他の協業形態ι区別された。当時は

ζの区別が対象領域の限定をも意味した。つまり補助的生産，労働分野がZG

Eの本来的な対象領域であり，畜産ZGEは異質なものだとされた。というの

は，後者は独自の土地経営をせず，無条件に参加経営からの飼料供給に依存し

ており，従って特定の生産過程Xは生産部門の分離とはいえず，ただちに本来

の専門経営になるというよりも，中小LPGにおける工業的生産方法への移行

やタイプ 1. IIにお阿る畜産協同化を支えるためのものだと考えられたからで

ある曲。 これは当時 (1965年頃〕の事実の反映であり，研究者の怒意的区別とは

いえないだろう。まだ全〈存在しない植物生産 ZGEなどは，むろん，問題に

きえきれなかった。

従って， 主な ZGE/ZBEは， 土地改良・建設・荷役・運輸・生産手段供

給組織・乾燥場・配合飼料経営・造林などの組織体とみなされていたぺ

これらを例えば国有経営として組織せずに. ZGEにしたのは，農業経営と

の密接な生産的関連の存在. LPGの蓄積源泉の自発的 自己責任的活用，運

用の自己責任の必要のためだという日〔つまり MTS廃止と同じ発想である〕。

農業経営から分離された諸生産・労働過程を各々別個にZGE1Lするか，

つの ZGE町中に複数過程を含み込むか，が選択され，前述のミ)~テイヴツ

ロイチェン(ドレスデン県マイセン郡〉の場合は後者であるべ

この ZBEの中心課題は，農業経営への資材・機械技術供給の合理化・円滑

化である。結成の契機は1960年春の SED8中総であり s それをうけてBHG

ミノレティッツ ロイチェンが農莱経営への生産手段供給の改善を検討したこと

49) VgL Zu den Kooperationsbe.uehunqen ，il. il. 0.， S. 87 しかしとの見解は，先進大
LPG聞にも菩産ZGEが生れるにいたって，まもなく「時代遅れ」になる CH.-W.Alms u. a.. 
.. Rechtsfragen der ZGE ぺStaatund RecM， 1968， H. 1， S. 108.)。
50) エグアルト動告の時点でZBO参加LPGほ 21凹，荷役・運輸共同体には8000以上のLPGと
200以上のVEGが参加していたくEmpfehlung ー.a. G. O. S. 50¥ 
51) Zu den Kooperationsbezieht同匹n..， a. a. 0.， S. 88f 
52) μ下 ZBEミルティツツ}ロイチェソについては Zu晶nKooperat回出bez:iehur砲;en..， a 
a. 0.， S担任/1¥.Fiebig， "Eine nelle Betriebsform innerhalb der 跡 zialistischen Lund 
-wirtschaft "， Einheit， 1965， H. 9による， A ヲィ一昨ッヒはと白;月RR0)責任者であるu
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である。当時多〈のLPGがスム-7-に生産手段を入手できず，管理活動の}ず
がそのためにとられていたともいう。

このZBEには，タイプ皿LP G12，タイプ 110，VEG 1が参加し，対象

農地は約l万haに達する。 マイセンLPG大学の協力でつ〈られた定款によ

って活動し，各経営代表による全権代表会議が最高機関であり，そこで幹部会

が選ばれ統一的管理にあたる。その下にZBOも統合されており，従って日常

業務は供恰組織体責任者と ZBO責任者の2人に分担され， 前者の下には(計

画中を含めて〕資材機械技術供給部〔荷役・経営問運輸・対ZBO関係の供給も

含む〕・種西部・化学基地部・食用馬鈴磐選別貯蔵センター・サイロ部・会計

部〈告部・ ZtlO・参加小LPGO)会計を処理する〉がある。

ZBEによるリーピ月に対して各経営は，幹部会が決めるコストカパー型子

数料を支払う (1964年には商品供給の場合には平均して価格C94.5私〕。同じ郡内のロ

マッチやツィーゲンハインのZGEを含め， 1961年の ZGE/ZBEを通した

資材・機械技術供給は，総供給の日割近くを占めた。こうした組織体は商業機

関ではなく，商品流通においては向身が最終使用者であるかのように登場する，

という性格づけが強調された。

さて，一般に， ZGEの管理体制はこの例とさほど変らない(通例全権代表会

議は多数決で決定する〉。この段階のZGEは，全権代表会議〔→幹部会)→単独責

任者の関係がヒエラノレヒ 関係にあり，所謂協同組合民主主義型であって，

VEB (人民所有経営〕型ではないことが留意されるべきだろう。単独責任者は

全権代表会議の承認で配置され，その決定にもとづレて日常業務を管理する。

通例の場合，各経営は農地面積に応じて分担出資し， ZGEによってなされ

た給付については，各経営のコ λ ト引下げが目的であるので，コストカパー型

の計算価格又は手数料で清算する。 しかし畜産の場合(中でも直接市場向けに生

産する場合〉は， ZGEが各参加経営の利潤源泉であり， 従って ZGEを利用

53) Vgl. Zu品nKooterationsbeziehungen.. "αι 0.， S. 105， S. 225f. und 245f 
54) 国 'en4a， S. 103. 
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第2図建設(農村)I土台けるZBOの比重の増犬
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h王) 数値は各々による年間建設 組立て生産額である。 ZBOについての
統計は1962年かふ土地改良組合は1964年から始まったm

(出所) 軍2表に同日、 s.154より作成。

する程度(例えば採卵鶏飼養ZGEなら何%の鶏が持分か〕に応じて出資し，同様に利

潤を分配されることが多い，，)。 この意味でも畜産ZGEは特殊な位置にあった。

ZGEの経済的効果は，当時の色々なZGEの中では内部の労働関係が最も

進んでいたといわれる叩 ZBOを例にとると，第14表りようになる。 ZBOと
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いうのは各LPGの建設プリガーデが合

同したもので， DDR最初のZBOは，

1962年 2月ノイプラ Yデyプノレク県アン

クラム郡のタイプillLPGI0とタイプI

LPGlによ勺てつくられた問。

これらのLPGは， ZBO結成の以前

から個々の建設事業において協業関係を

もっていたが，その関係を 1個の専門的

経営体に結品させたわけである。各LP

Gからは建設部門が分離された。なるほ

ど， Z BO (あるいは一般に ZGE/ZBEと

第14表建設プリガーデ α00)に

比べた ZBO0)活動生産性

ZBOos←丙瓦日
「ーゼγ 184 

ケレダ 129 

イェーゼリッヒ 156 

マイニιンプルグ 214 

ヴォ/レミノレシェテット 238 

ドムズール 270 

ダルグーン 130 

く注) 1963年末現在白1労働力あたり

給付額〈マルク〉で茸出。
〈出所) Zuιlen IG回 IPerationsbezie

hungちn...，a. a. 0.， S. 203. 

言っても同じと主だが〕左農業経質の聞には，通例の経営間関係〔契約関係〕だけ

ではなく，後者が共団で前者を所有・管理・利用するという関係が存在し，従

って全権代表会議が高い地位をもってはいるが，それがすでに多数決制である

ことは別にしても，専門経営として自ら経済計算し権利銘力をもつなど，前述

の他の諸協業形態に比べれば，はるかに独自に機能する。つまり，完全な意味

においてではないが，諸農業経営を生産分野・生産部門別に解体・再編したわ

けである。他方，前述の諸KOGの場合には，各参加経営(KOG内ZGEも含め

て〉をみればやはり部門別専門化の傾向をみせているのだが， そこにはKOG

の統一的管理主強化しようとする傾向が被さっている〔先進型でも)0 KOGの

統一性強化の極限は経営間協業としてのKOGの否定であり， KOG全体とし

ては従来各経営がもっていた全部門をほぼそのままひきついでいるのだから，

ー合併と同じことである。も L，ぞのまま極限まで到るなら農業経蛍D非専門的

生産 I百貨厄式生産」が大型化して再現するわけである。

こうした諸傾向がどのようにからみあって展開Lていくりか，ま ζ とに興味

深いところである。

55) 互あellda，S. 175 


